研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　青山荘　　　職　種　社会復帰指導員　　氏　名　馬渕　豊子

	期　　間　　平成　22　年　2　月　17　日　～　平成　22　年　2　月　20　日

	出張目的　【H21年度精神障害者社会復帰促進研修事業】

精神障害者の住まいと暮らしに関する研修会参加の為

	出 張 先　沖縄県男女共同参画センター「てぃるる」１階ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


基調講演　

演題：「あみのこれまでの活動及び精神障害者の住まいと暮らしについての現状と課題」

　　　講師：全国精神障害者地域生活支援協議会　代表　伊澤　雄一　氏

特別報告

　　　演題：「沖縄県における支援の現状と課題」

　　　講師：精神障害者地域生活支援センター「あいあい」　施設長　比嘉　智子　氏

　　　　　　

記念講演

演題：「精神病院を捨てたイタリア　捨てない日本」

　　　講師：ジャーナリスト／元朝日新聞社記者　大熊　一夫　氏

　　　　　　


1日目

【所感・考察】

　　今回の研修では、全国における精神障害者の地域への退院促進の活動について、現状と課題の報告が主を占めるものである。病院から地域への移行を進めている当初は、病院から地域へ移すまでの過程について重点が置かれ検討が繰り返されているが、障害者自立支援法が施行されて既に3年以上が経つ今、障害者がいかに地域で安定継続した生活を遅れるように支援が出来るか、「地域生活支援」のあり方が問われるものとなっている。

基調講演・特別報告ともに、沖縄県の風土や文化と絡めた精神障害者支援の実情と、障害者の退所先住居の確保困難という解決方向の見出しにくい問題について、語られている。特に、住居確保の問題解決の取り組みとして行なわれている、公営住宅内への退所、GHの設置というものについては新しい支援方法については、障害者も払える額で住居戸数も多く確保できるという支援の展望が語らえる一方、入居住民への説得や行政側の理解を得るという点において数多くの問題が残されているもので、病院や施設だけでなく行政の支援を絡めた運動でなくては実現が難しいものであった。

このような地域移行支援を行なう前提として地域施設と行政の連携が必要な事は、記念講演でも報告されている。イタリアでは精神障害者を病院から地域へと全ての移行を行っているが、そのための取り組みとしてイタリアという国は精神障害者の保護責任を家族に押し付けることを止めてる。その分をイタリアの各州の責任とすることで、積極的な障害者支援を行政と絡めることの成功に至っている。

日本では、精神障害者への取り組みとして、自室支援法による施設体系移行が今1番の問題として挙がっているが、これはH24年度までに行なうという期限を行政が伝えるのみで、施設体系移行で施設利用非該当になるであろう入所者の受け皿については具体案を提示したり用意するには至っていない。日本でも、精神障害者の地域移行支援を進めている以上、今後行政には精神障害者支援における責任の所在を明らかにした上で地域施設との連携を図った積極的な支援への取り組みを期待するものと考えられる。

【研修内容】

～あみのこれまでの活動及び精神障害者の住まいと暮らしについての現状と課題～

　講師：全国精神障害者地域生活支援協議会　代表　伊澤　雄一　氏

講演は、「ユイマール文化にあるような町へ（精神障害者を）迎えいれるような取り組みや受け入れ体制の構築が今求められている」という話から始まっている。地域の「福祉コミュニティ」の基盤を整備していくこと。具体的には、住民の精神障害者を迎え入れることが出来る気持ちをいかに育てていくことができるか。この課題への取り組みの成果が、今後の退所促進事業で大きな重要性を占めであろう『居宅生活支援』の取り組みを左右するとの意見提示がされている。

　福祉コミュニティでは沖縄県を例にあげて説明を行なっており、沖縄県では風土や文化の地域性としてコミュニティの力が強く、住民同士の関わりあいが深いことを特徴として挙げている。地域移行支援を受けた精神障害者に対して、近隣住民の方はほとんど拒否も無く日々の様子見などを協力してくれるとのこと。その一方、問題点としては、地域移行のための住宅の確保が挙げられ、もとから住宅の戸数が少ないうえに、障害年金で払える借家となれば探すことが困難であることを述べている。

この居住生活支援の新しい取り組みとして、公営住宅を活用しようとする取り組みが挙げられている。主に2つの取り組みがあり、1つ目は「精神障害者福祉手帳を持っている人の公営住宅への入所」、2つ目は「公営住宅内にGHを作る」という取り組みとなっている。しかし、いずれの取り組みも問題があり、1つ目については、障害者手帳を持っていても優先的な入所措置はできなく、かつ、単身での入居でなくてはならないとの条件がある。2つ目については公営住宅入居者からの理解を得る事が難しく計画倒れになることが多いとのこと。コミュニティの強さだけではなく、住民の障害理解がいかになされるかが公営住宅利用の鍵となってきている。全国的に先駆けて公営住宅をつかった退所支援運動を行なっている大阪であっても、現在までに借りる事が出来た戸数は18戸に留まっているのが現状であるとのこと。・・・

現在、地球上に約162万床もの精神障害者の病床があるが、そのうちの約２０％にもあたる約35万床を国土面積の小さい日本という国が占めている状況。この日本では精神障害者の病院から地域への退院促進を課題として取り組んでいるが、そのために割かれている費用は入院医療費が9割ほどなのに対して地域へは1割に満たない額となっている。これは、行政が地方に対して精神障害者の地域への退院を行なうよう指示するだけであって、それに掛かる費用はほとんど出さないという態度と行動の矛盾を感じさせるものだ。実際、H24年度に迫った自立支援法による施設体系の移行についても、行政は期限だけは定めているが、施設体系移行に伴う施設利用非該当者の受け皿についての用意も、支援の方向性も示さないまま地域施設にとっての問題としている。　

『居住生活支援』を取り組む上で、地域施設のみの取り組みだけでは、時間や労力、出来る幅についても限度がある。行政にも精神障害者支援における責任を明確にした上で、地域施設と共に住民へ精神障害者理解運動や自立支援法、施設体系移行とそれに伴う問題解決を図っていくことが望まれる。

【研修内容】

～沖縄県における支援の現状と課題～
講師：精神障害者地域生活支援センター「あいあい」　施設長　比嘉　智子　氏

　沖縄県の地域生活支援センターの取り組みについての講演では、まず沖縄県は「なんくるないさぁ（なんとかなるよ）」の言葉に代表されるような風土的にも文化的にもゆったりとした地域で、住民同士の絆が深いこと、コミュニティの力が強い事が特徴との説明から始まっている。地域住民との交流は良好で、事業所の活動についても協力を頂いていた事を話されている。

しかし、大阪での児童殺傷事件が起こった際には、周辺の小学校から施設に近づかないよう緘口令が出され、PTAからもそれに類似したチラシが配られる事があったとのこと。施設利用者からは「ここに通っていることで障害者だと知られた。周りの人からも、そういう目（怖い人・危ない人）で見られている」と涙を流して訴えられることがあったと話されている。

そのときの事について、比嘉氏は今までは沖縄県の風土・文化で培ってきたコミュニティ力の上に施設活動が成り立ってきたことを痛感させられたと話している。その後、利用者とともに何をしたらよいか考えて、当事者自らが精神障害についての福祉講座をすることを決め、実行をしている。最初は人がまったく来ないで、しばらく続けるうちに２・3人と人が来だしたとのこと。講座を行なってみて、来訪した住民の多くは、当事者と触れ合って精神障害の説明を受けることで、精神障害者を怖いという目で見なくなったことを話されている。活動の中のエピソードとして、あるとき当事者の方が下校中の小学生から「おばちゃんも普通の人と変わらないね」と言われた言葉が深く心に残っていることを述べている。

施設運営では、その地域の特色を活用していく事はもちろん大切だが、それだけではなく、地域への正しい障害者理解を促す活動が物事の基本であり、それを行なっていく上で、自分の住む街を精神障害者が住みやすいよう仕組み作りをして行くことが重要であると語っている。そして、まとめとして、精神障害者の方に「もう1回」と、地域で暮らせるようになりたいと感じてもらい、それが成功するよう支援をしていきたいという言葉で締めくくっている。既存の地域力を正しく理解した上で、精神障害者理解を機軸に、その地域に足りない社会資源を補う働きかけが地域支援に欠かせない基本ということが深く感じられた。

【研修内容】
～精神病院を捨てたイタリア　捨てない日本～

講師：ジャーナリスト／元朝日新聞社記者　大熊　一夫　氏

講演の冒頭にて、「明後日の話と思って聞いて下さい」との言葉から講演を始められている。

イタリアでは、1978年に180号法（日本の精神保健福祉法）が制定されている。精神病院を全廃し、精神保健センターを地域精神保健の司令塔とすることで、入院している精神障害者を地域へと出す事に成功している。精神保健センターは全部で707箇所設置されており、そこでは病院からの精神科医を筆頭に、看護師や作業療法士、臨床心理士、ソーシャルワーカーといった専門職が救急診療や在宅サービスを行なっている。また、業務の中には、「利用者グループのために休暇、小旅行、ハイキング、キャンプなどを企画する」という余暇支援も規定されており、精神病院と地域施設が一緒になった機関として活動をしていることが述べられており、のメリットとしては、この機関を利用することの敷居が低い事。利用をしたことでの人生のダメージが小さい事を挙げている。

精神保健センターを作る上では、どうしても地域での生活が難しい患者が出てくるが、こういった方は旧精神病院をGHにした施設に入所させるなどの措置がとられている。ただし、ここに入所している人たちは、「患者」ではなく、「オピステ（お客）」と呼ばれ個人を認めた対応をされている。例として挙げられた病院の1つでは、当初GHに入所していた４００人ほどのオピステは、現在までに１０人ほどになっており、もう少しで完全な意味で地域移行がなされる事を話されている。

このような、精神障害者の地域移行を推し進めることが出来た理由には、大きな違いとして、精神障害に関する法律の定めがある事を提示している。主な違いとして、イタリアでは「精神障害者の保護責任を家族に押し付けないこと」とがあるが、押し付けない責任の分をイタリアの各州の責任とすることで、積極的な行政の障害者支援を進めることに成功している。支援計画においては「計画は州の主導で行なう」と支援計画に責任の所在を明確にしている。また、精神障害者への意識改革の点でも「利用者や家族が治療やリハビリに参加しやすいように、身体や行動の拘束その他あらゆる形の抑圧を乗り越える文化を育てる」と180号法では明記されている。これは、国が精神障害教育の文化を作っていく覚悟を示したものであると共に、国民自身もその文化を享受し、精神障害を理解していかなければならないとも受け取る事が出来る。

イタリアでは、行政が地域移行支援の主導として行動を行なっている。この行動は、法律に定めたものを実行するという形骸的なものではない。それは、国民の意識改革において、「身体や行動の拘束その他あらゆる抑圧を乗り越える文化を育てる」との取り組みが行なわれていることからも分かることが出来る。イタリアの改革は1978年から始まっているものだが、現在までに約32年が経過し現在の状態へと至っている。日本でも地域移行支援は行なわれているが、まだまだ、行政主導というよりは、地域施設の活動が中心と感じられる。

イタリアでは行政主導の精神障害者の地域移行支援として、病院の全廃と地域への完全移行という選択を行なっている。この選択は各国に最善のものとして当てはまるわけではない。現在、日本では精神障害理解や地域施設の運営など、財源上の問題が多く残されている。だが、まずは日本に精神保健のあり方として、行政が責任を持って精神保健に主導的役割を担う事が切望される。日本が精神保健に向き合ったときにどのような選択をして行くかは分からないが、少なくとも地域施設との距離は近くなると感じられる。

【研修内容】

シンポジウム「地域で活き活きと暮らすために～ここがポイント地域移行支援～」

シンポジスト　品川　眞佐子氏（ほっとハート：千葉県）

　　　　　　　長見　英知　氏（藤沢病院：神奈川県）

　　　　　　　神谷　牧人　氏（株式会社アソシア：沖縄県）

　　　　　　　儀間　光徳　氏（ふれあいセンター：沖縄県）

　　　　　　　山下　安寿　氏（ハートランド：徳島県）

各施設での活動内容の報告が主なものとなっている。各施設ともに、地域への貢献活動を軸として行なっているが、活動ための資金の遣り繰りが大変で、経営の運営が厳しい事を述べている。日々、運営状況を考えては、利用者とともに何ができるか試行錯誤を行なっているが、現在の地域施設には活動を促進するような補助金の仕組みが出来ていない事を大きな問題としてそれぞれ述べている。大熊一夫氏も日本の福祉の状態について「日本の精神保健には司令塔が無い」と言葉でこの問題を表している。日本では、外国から精神病院のあり方を過去に助言を受けることがあったが、それを日本は全く行なわなかった。また、保健課長が精神科医ではないことが、日本の精神保健が進歩していかない理由とも指摘されている。地域施設の運営の現状では、施設にいかに意欲やアイディアなどがあったとしても、それを支える資金と国の理解がなければ難しいことが話されていた。国が精神保健を理解して本格的に進めていくよう地域からの働きかけをすることが、現状で出来る私達の取り組みであると話されている。

2日目

施設名「ふれあいセンター」

事業内容：障害福祉サービス

（職親事業就労移行支援、就労継続支援B型、グループホーム、地域活動支援センターⅢ型）

理念

１、親亡き後ではなく、親が元気なうちに精神的にも経済的にも自立し、親を安心させる生き方を

２、力量に応じて働き、必要に応じて分け合う同士愛精神を

３、障害をもちながらも自立と納得のいく社会参加を目指します

４、現状に満足せず、諦めることなく、常に開拓者精神と向上心を持って臨むこと

５、社会の偏見は自然になくなるものではなく、敢えて隠さない生き方など、お互いの努力で無くすもの

登録人数：　　　約150人で、施設に来る人数は平均して３０人ほど。

活動日、時間：　月~土曜日　9：00~17：00




【所感・考察】

ふれあいセンターはNPO法人と有限会社の２つの組織で構成されている。NPO法人側では、主に就労移行支援と就労継続支援を事業として行なっており、それを受け入れるのが同組織有限会社となっている。また、施設がある地域の商店や企業といった協賛事業所の中からも理解を得られている所からは、職親支援に協力頂いている。（※組織概要参照）

この施設の特色として、スタッフ制度が挙げられる。これは事業所（有限会社）の仕事について一定条件を満たせば、それに従事している利用者は昇級していくというシステムだ。昇級になれば、給料も上がるだけでなく、同じ仕事をしている利用者を昇級できるかどうかの判定書も作れる権限を持つことが出来る。昇級の区分は、通所生、準スタッフ、スタッフの順となっている。（※昇格条件は表を参照）

１度昇級すれば、他の仕事に行った場合（ふれあいセンターでは、利用者を１つの仕事に固定するのではなく、色んな職業を行なうことで、技術習得を図っている）も同程度の仕事を出来る能力があると見なされ、降格する事はない。

· 病状悪化から入院等した利用者に対しては、能力を見て区分を判断

ふれあいセンターでは、有限会社が仕事を依頼する事で、利用者への積極的な職業訓練を働きかけることが出来、個々の特性にあった職業訓練を用意することが出来ている。また、利用者の昇級制度を用いる事で、頑張った分給料が上がるといった明確な目的意識をもたせ、やる気を引き出しているなど現実の社会に沿ったプログラムや制度を活用している事が特色として目立っている。

しかし、その反面として、利用者に同利用者の昇級判定の１部を付与することは、自然利用者間の上下関係を植え付けてしまう。これも通常の職場では自然な事だが、利用者に対しては、仕事を行なう上でのストレスとなると考えられる。また、昇級判定権を持つ者の個人的な感情が働き、昇級するべきものが出来なくなる可能性がある。

現実の社会に近づけた職業訓練プログラムを構築していることで、利用者の仕事を行なう事でのストレスや問題点が現れ易いと感じられる。しかし実践に近い分、職業上のルールや常識も覚える事が出来ると感じられた。施設訪問時の施設利用者の対応として、玄関先での挨拶と案内、お茶だし、資料配布とそれぞれ役割を分けて、しかも粗雑では無い対応には目を見張るものがあった。
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協賛金


(均一額)











S.G.M.





顧問








C.E.O





施設周辺商店、企業から構成





仕事の全面委託





職場体験実習


職親訓練





ビル清掃　警備事業


名刺印刷　出版事業


各種商品販売事業


各種商品配達事業


（クロネコメール便）








・就労移行支援


・就労継続支援


・地域活動支援センター


・共同生活等援助


・ピアサポート活動


地域交流活動


イベント開催訓練活動





スタッフになるための条件


継続して１年以上勤務している。


働く意欲があり、共に働く仲間との強調性がある。


１日８時間の勤務で、月に１８日出勤できる。


ふれあいセンターの運営に自覚的に参加できる。


那覇のつどいの運営に参加できる人（地域交流の１つ）


グラウンドゴルフ大会に参加できる。（定期行事）


準スタッフになるための条件


継続して３ヶ月以上勤務している。


働く意欲があり、共に働く仲間との強調性がある。


１日６時間の勤務で、月に１５日出勤できる。


ふれあいセンターの運営に自覚的に参加できる。


那覇のつどいの運営に参加できる人（地域交流の１つ）


グラウンドゴルフ大会に参加できる。（定期行事）


※仕事の質についても、昇級において検討される。














